
事業番号 856

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 待機児童解消促進等事業
事業開始

年度
平成12年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
児童手当法第２９条の２

関係する計
画、通知等

保育対策等促進事業の実施について
（雇用均等・児童家庭局長通知　平20.6.9　雇児発第0609001号）
保育対策等促進事業費の国庫補助について
（厚生労働事務次官通知　平20.6.9　厚生労働省発雇児第0609001号）
子ども・子育てビジョン（平22.1.29　閣議決定）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

・希望する全ての人が安心して子どもを保育所に預け、働くことができるようにするため、保育サービスの供給を増や
し、もって待機児童の解消を図る。

担当部局庁 雇用均等・児童家庭局 担当課室 保育課 今里 讓

会計区分 年金特別会計（児童手当及び子ども手当勘定） 上位政策 －

23年度要求

予算額(補正後） 6,589 8,852 9,093 28,113 31,194

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・待機児童解消等のため、送迎保育ステーション試行事業費、認可化移行促進事業費、家庭的保育事業費、保育所分
園推進事業費、保育所体験特別事業費及び認可外保育施設の衛生・安全対策事業費を実施するための経費を補助
する。

・実施主体：市町村又は保育所を経営する者
・補助率：１／３（国１／３、都道府県１／３、市町村１／３）　（国１／３、指定都市・中核市２／３）

実施状況

平成２１年度実施状況（実績見込み）
　送迎保育ステーション　　　　　　　　９か所　：　認可化移行促進事業　　　　　　　　０か所
　家庭的保育事業　　　　　　　　　２２３か所　：　保育所分園推進事業　　　　　　２７２か所
　保育所体験特別事業　　　　１，０２３か所　：　認可外施設衛生安全対策　１，５６６か所

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 56.4% 62.3% 68.4%

執行額 3,717 5,515 6,218

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

都道府県、市町村（都道府県とりまとめ）は、「保育対策等促進事業費の国庫補助について」（平成２０年６月９日厚生
労働省発雇児第０６０９００１号）の規定に基づき、事業実績報告書に関係書類及び当該国庫補助金に関する歳入歳
出決算書抄本を添付し、厚生労働省に提出することとされており、これらの提出書類により、支出先等について確認を
行っている。

見直しの
余地

すべての子どもの健やかな育ちを保障し、安心して子どもを産み、育てられる社会にするため、質の確保された保育
サービスを充実させることが重要であることから、本年１月２９日に決定した「子ども・子育てビジョン」において、保育
サービスの定員を毎年５万人ずつ増加する目標値を設定し、このビジョンの実現に向けた各種の取組を実施していると
ころであり、引き続き、希望するすべての人が子どもを預けて働くことのできる社会の実現に向け取り組んでいくことが
必要である。
　なお、平成22年度の予算額の増については、昨年11月の行政刷新会議「事業仕分け」における評価結果（仕事と子
育ての両立を支援する「延長保育促進事業」については、他の保育サービスと同様に特別会計により実施するよう見直
しを行う）を踏まえ、増額となったものである。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

一部改善（執行状況を予算要求に反映）

予算と執行の乖離の要因等を精査し、予算の縮減を図る必要がある。

総事業費(執行ベース) 11,151 16,545 18,654

補
　
記

当該事業は「保育対策等促進事業」の一事業であり、予算額、執行額等については「保育対策等促進事業」全体の金額となって
いる。

子ども・子育てビジョンの策定（平成２２年１月２９日閣議決定）
　数値目標：認可保育所等２１５万人（H２１年度見込み）　→　２４１万人（H２６年度）
　　　　　　　　うち家庭的保育０．３万人（H２１年度見込み）　→　１．９万人（H２６年度）
民主党のマニフェストにおいて、「保育ママの増員」と記載あり。

※平成２３年度要求については、「子ども・子育てビジョン」の目標達成に向けた事業実施箇所数の増等により、対前年度増額要
求となっているもの。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省 6,218百万円

【補助】

交付申請書の内容審査、交付決定、補助事業者の指導監督等

市町村への間接補助 待機児童解消促進等事業の実施

Ｂ 市町村(1,741)

4,162百万円

【補助】

Ａ 都道府県・指定都市・中核市（106） 6,218百万円

都道府県（47）

4,162百万円

指定都市・中核市（59）

2,056百万円

待機児童解消促進等事業の実施



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.東京都 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

保育対策等
促進事業費
補助金

市区町村に対する保育対策等促
進事業費の補助

531

費　目 使　途
金　額

(百万円）

B.世田谷区 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 531 計 0

助成費
実施施設に対する保育対策等促
進事業費の助成

39

計 39 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



（別紙）

都道府県名 金額（百万円）

1 東 京 都 531

2 大 阪 府 334

3 千 葉 県 207

4 横 浜 市 197

5 茨 城 県 194

6 埼 玉 県 187

7 大 阪 市 182

8 愛 知 県 122

9 静 岡 県 107

10 島 根 県 102

平成２１年度　保育対策等促進事業費補助金交付先上位１０自治体



（別紙）

市区町村名 金額（百万円）

1 世 田 谷 区 39

2 葛 飾 区 36

3 町 田 市 36

4 府 中 市 23

5 八 王 子 市 19

6 港 区 19

7 大 田 区 19

8 品 川 区 18

9 杉 並 区 17

10 練 馬 区 17

平成２１年度　保育対策等促進事業費補助金交付先上位１０自治体(東京都)


